






























































Participation of Women with Disabilities into Women Development Groups under 





It is said that the disabled people have not been recognized or included as one of beneficiaries 
in community development programs.  This paper describes the results of a qualitative 
research which is done on participation of disabled women to the women's groups in the 
community development program in Bangladesh. The survey revealed that (1) there is little 
participation of disabled women in the women development groups of the community 
development program, (2) about half of the disabled women do not have intention to 
participate in the women development groups in their communities. The capability approach is 
used for analysis on the result of the research.  The capability approach provides the 
opportunities to see whether or not the disabled women have real freedom of their choices for 
participation to the women development groups beyond their subjective decisions. As a result, 
it was found that the disabled women had small range of freedom of their choices for 
participation to the women’s groups. The main reasons for hindering the choice of 
participating are the lack of private goods and social factors available to disabled women. It 
states that there is a possibility that the intentions of the disabled women change to their 




 2015 年 9 月、ニューヨークの国連本部で開催された「国連持続可能な開発サミット」にお
いて「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（2030 アジェンダ）
                                                  








Development Goals：MDGs）の後継となるもので、「誰一人取り残さない（No one will be left 
behind）」を理念とし、2030 年までに貧困を撲滅し、持続可能な社会を実現することを目指















                                                  
1  UN General Assembly A/70/L.1  18 September 2015 “Transforming our world: the 2030 Agenda for Sustainable 
Development” http://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=A/70/L.1&Lang=E（2018年 8月 27日取得）「我々
の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（持続可能な開発目標：SDGs）」外務省仮訳  








かつ平等に享有することを確保するための措置をとる」（障害者権利条約 6 条）。 






































                                                  
7 バングラデシュでは、1367 の NGO が首相府管轄の NGO 局（海外からの資金受取りライセンス発行機関）
に登録を行っており全国で活動をしている。また、社会福祉省管轄の NGO は数万～数十万と言われている




が多い）で、様々な NGO によって 1,058 プログラムが実施されている（BBS 2011:158）。また、貧困層へ
の小規模金融（マイクロ・ファイナンス）を実施しているグラミン銀行は、バングラデシュ農村の 97%で活
動を行い、借主 893 万人の 97%が女性である。（2017 年 12 月現在 Retrieved January 25, 2019, 
http://www.grameen.com/introduction/） 







 バングラデシュでは、障害者権利条約を批准した 2007 年以降、国勢調査を始めとした様々
な統計に障害についての項目が含まれるようになった。5 年毎にバングラデシュ統計局
（Bangladesh Bureau of Statistics: BBS）によって実施される世帯収入と支出調査（Household 
Income and Expenditure Survey：HIES）では、2010 年から障害についての調査項目が加わり、
2010 年、2016 年と障害者統計が発表されている。それによれば、バングラデシュの全人口に







は、約 1.5% [BBS 2010]であり国勢調査の障害者割合に近い。ただし、WHO と世界銀行によ













































 バングラデシュの中長期的国家計画である第 7 次国家 5 か年計画（詳細後述）でも「社会
的インクルージョン」（14 節）の項で障害者の現状が報告されている［GED 2015:640-641］。
それによれば、全人口に占める障害者の割合約 9%の内、障害のある子どもが 300 万人含ま




                                                  
11 国勢調査 2011 では、バングラデシュ全体の障害者（約 203 万人、全人口の 1.4%）のうち、男性の占める
割合は、約 110 万人（53.99％）、女性の占める割合は約 93,000 人（46.01%）である（BBS 2015a:55）。 
12 注目は、障害者のバングラデシュの人口に占める割合を 9%としていることである。第 7 次国家 5 か年計
画が発行されたのは 2015 年であり、全人口に占める障害者の割合は、1.4%(国勢調査 2011)と 9%（HIES 2010）
の両方の結果がでていた。国家計画の中で障害者の人数を過小評価せず、より実態に近いと思われる割合を
採用していることは評価に値する。9%のうちの 300 万人と表記の不整合がみられるが「第 7 次国家 5 か年計
画」の記載に従った。同「計画」では、人口に占める全障害者数を明記していないが、国勢調査(2011)によ
る全人口 144,043,697 人を採用すれば、全人口に占める障害者の割合約 9%は約 1300 万人となり、そのうち
の 300 万人が子どもの障害者ということになる。 
13 「第 7 次国家 5 か年計画」では、人口に占める全障害者数を明記していないが、上述のようにバングラデ





















しかし、2006 年に 21 世紀最初の人権条約として、すべての障害者に「あらゆる人権及び基
本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し、及び確保する（第1条）」目的で、「障








                                                  
14 たとえば、2017年 4月 19日付Dhaka Tribune紙、2018 年 5月 15 日付 Daily Sun紙、8月 22 日 bdnews24.com12
月 4 日付 The Daily Star 紙など。ハシナ首相は、障害関連の取組みの中で特に自閉症に熱心な印象がある。ハ
シナ首相の娘であるサイマ・ワジッド・ホセイン氏もまた、国家自閉症及び神経発達障害に関する全国諮問
委員会（Bangladesh National Advisory Committee for Autism and Neurodevelopmental Disorders）議長を務める他、
2017年には WHOの東南アジアにおける自閉症親善大使に就任するなど自閉症に対する活発な活動を行って
いる。ハシナ政権がこのように障害課題について熱心に取り組む理由は、今後の検討課題としたい。 
15  UN-Disability: Department of Economic and Social Affairs （2018 年 11 月 3 日取得、 
https://www.un.org/development/desa/disabilities/convention-on-the-rights-of-persons-with-disabilities.html）障害者の









であり、政府や NGO による海外援助に影響を及ぼすものである。 
 
2-2. バングラデシュの障害者施策 
 2008 年 5 月、障害者権利条約の批准国が 20 ヶ国に達し条約は発効した。同じ年の 12 月、
バングラデシュでは総選挙が行われたが、現ハシナ首相率いるアワミ連盟は選挙に先立ち、
「アワミ連盟選挙マニフェスト 2008」を発表し、障害者法の改正と障害者への教育や雇用な
どへの取組みなどを宣言（10 条 6 項）した17。総選挙はアワミ連盟が勝利を収め、彼らは政
権の座に就くと早速、障害者福祉法 2001 を改正するために障害当事者の代表を含む委員会
を組織した。障害者権利条約の精神に則りこの委員会でまとめられたのが、後述する 2013
年の障害者法である。バングラデシュでは、現在、第 7 次国家 5 か年計画（Seventh Five Year 
Plan FY2016-FY2020：第 7 次計画）18[GED 2015]が実施されている。本計画の冒頭、障害






                                                  
16 障害者権利条約の前文（g）、（l）、（m）、第 4 条（一般的義務）2 項、第 37 条（締約国と障害者権利
委員会との間の協力）2 項、第 38 条（障害者権利委員会と他の機関との関係） 
17 Election Manifesto of Bangladesh Awami League, 9th Parliamentary Election, 2008  (Retrieved January 28, 2019 
http://www.albd.org/articles/news/31125/Election-Manifesto-of-Bangladesh-Awami-League,-9th-Parliamentary-Electio
n,-2008) 
18 バングラデシュでは現在、ハシナ首相の下、国を挙げて独立 50 周年の年にあたる 2021 年までに中所得
国入りなどを目指す などとする Vision 2021 と、その全体計画である Perspective Plan of Bangladesh; 
2010-2021:Making Vision 2021 a Reality [GED 2012]の実施に取り組んでいる。最上位の国家計画であるこの
Vision 2021 実現のための具体的な戦略や実施事項が、中期国家計画となる第 6 次及び第 7 次計画で説明され
る。 
19 第 7 次計画は、第 1 部「マクロ経済の視点：戦略的方向性と政策枠組み」（1 章~6 章）、第 2 部「セク
ター開発戦略」（1 章~14 章）という構成である。セクターは合計 13 あり、第 14 章は、セクター13「社会
的保護（Social Protection）」についての記載があり、「社会保護・社会福祉と社会的包摂（Social Protection, Social 
Welfare and Social Inclusion）」というタイトルである。障害者についての項は、14.5 の「社会的包摂」の中
の「障害のある人々」である。更に「異なる心身能力をもつ人々への戦略（Strategy for the differently abled）」














する国家政策（National Policy on Disability-1995）21」である。14 条からなるこの政策で
は、障害予防や早期療育のほか、教育を受ける権利の保障や政府機関での 10%雇用割当など
が規定されている。続いて 2001 年に、初の障害者に関する法律、「バングラデシュ障害者
福祉法（Bangladesh Disability Welfare Act-2001：福祉法 2001）22」が制定された。この
法律により初めて障害の定義がなされ、障害児への特殊教育機関設立推進、脆弱な障害者へ
の年金の支給などが定められた。この法律を具体的に履行するため策定されたのが、2006
年に発表された「障害者に関する国家行動計画（National Action Plan for People with 
Disabilities）23」である。2005 年には、「困窮障害者年金制度（Insolvent Persons with Disabilities 
Allowance）24」が始まり、特に脆弱な障害者、女性障害者、重複障害者などに優先25して年
                                                  
20 「バリアを撤廃し、インテグレーションを促進する」をテーマに 2012 年 6 月 6~8 日に北京で開催された
フォーラム。開発課題に障害を組み入れる意義を認識した「障害インクルーシブな開発に関する北京宣言」
を 6 月 8 日に採択した。［アジア太平洋障害者の 10 年（2013-2022）に関する閣僚宣言、およびアジア太平
洋障害者の「権利を実現する」インチョン戦略（仮訳）DINF］（2019 年 1 月 29 日取得  
http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/twg/escap/incheon_strategy121123_j.html#FOOTNOTE_8） 
21 ベンガル語版を NFOWD（National Forum of Organizations Working with the Disabled）HP より見ることがで
きる。（2018 年 10 月 30 日取得、http://www.nfowd.net/publications/governmnet-act-order） 
22 2001 年第 12 号 法務省 HP よりベンガル語版を見ることができる。（2018 年 10 月 30 日所得、
http://bdlaws.minlaw.gov.bd/bangla_pdf_part.php?id=854） 





24社会福祉省 HP（ベンガル語）より筆者訳。（2018 年 10 月 13 日取得、
https://msw.gov.bd/site/page/0d60b956-e93b-4c5a-8b1e-07689d2dc728/Disabled-Allowances） 
バングラデシュ内閣府等によって運営される HP「Social Security Support Program」では、本制度は、Allowance 







な政策的な取組みが始まった。2009 年には、「障害者特別統合教育政策（Special Integrated 
Education Policy for the Disabled Person 2009）27」が発表された。続いて、2012 年 5 月




ロット調査後に、地元の障害関係団体や NGO の協力のもと 2013 年 11 月まで全国で戸別訪
問調査が実施された。情報はデーターベース化されているとして、障害者で登録をしていな
い人はウェブサイトにあるインタビューフォームに記入し社会福祉事務所に届けるか、電子
メールで送付を行うように、現在も呼びかけている28。2016 年 12 月末現在、このシステム
に登録されている障害者は 1,509,716 人[GoB 2018:31]で、統計から推計される 1300 万人に
は到底及ばない。 
2013 年には、アワミ連盟の選挙公約通り障害者の福祉に重点のあったこれまでの福祉法
                                                                                                                                                
 
10 月 13 日取得、http://socialprotection.gov.bd/en/allowances-for-the-financially-insolvent-disabled/）その他、英語
表記には、Allowance for disabled など複数の表記がみられる。 
25 Implementation Manual for the Allowances programme of Insolvent Persons with Disabilities (2013) 7 項 タイト
ルのみ英文、本文はベンガル語（Retrieved January 25, 2019, 
https://msw.portal.gov.bd/sites/default/files/files/msw.portal.gov.bd/page/17f28c19_4b09_4029_a408_c8f551046178/D
isabled%20Allowance%20Implementation%20Manual%202013.pdf） 
26 2017／18 年には、82 万 5000 人の障害者に、月額 700 タカ(約 940 円)の年金が支払われた。 
27 本政策は、バングラデシュ政府によって運営される National Foundation for Development of the Disabled 
Persons の HP に掲載されているが、内容についてはベンガル語版 HP で、62 校の教職員給与と手当が支払わ
れていること、受益者は 6,482 人であること以外は不明である。(2018 年 10 月 13 日取得、
http://jpuf.portal.gov.bd/site/page/c08aa463-b000-4b25-906f-949eda33e62a/Integrated-special-education-policy-2009-r
elating-to-disability）また、バングラデシュの教育担当省である Ministry of Primary and Mass Education 及び
Ministry of Education の HP、ポリシー一覧には掲載されていない。 










2001 に代わり、障害者の権利という視点から「障害者の権利と保護法（The Rights and 














先に紹介した第 7 次計画「ジェンダー平等（14 章 6 節）」の項全体で、障害者（障害女性）
に言及されている個所はわずかである32。「7 次計画のためのジェンダー戦略」内の「人間
開発の機会へのアクセスの増加」項、「異なった心身能力をもつ女性の保護と開発（Protection 
and development of differently abled women）」で、①人口の約 10％の障害者がいるが、
今後の調査で性別により細分化された障害の種類と程度が特定される、②新たな国家社会保
障戦略（National Social Security Strategy：NSSS）に基づき、適切な社会保障措置がより
                                                  






31前述の脚注と同様に、National Foundation for Development of the Disabled Persons の HP は、Neuro 
Developmental Disabled Protection Trust Law としている。ここでは、法務省による記述に従った。（2018 年 10
月 13 日取得、http://bdlaws.minlaw.gov.bd/chro_index_update.php） 
32 第 6 次国家 5 か年計画の評価についてで 2 カ所。1 カ所は、社会的エンパワーメントについての進捗を述
べた部分で、多様な女性のアイデンティティの例の中に障害を挙げている。もう 1 カ所は、実施項目の個所
で、高齢女性と障害のある女子のために技術訓練を行う「貧困な高齢者及び社会的に障害のある女子のため
の多目的リハビリテーションセンター（Multipurpose Rehabilitation Centre for Destitute Age-Old People and 
Socially Disabled Adolescent Girls）」があることを述べた個所である。第 7 次計画では、「人間開発へのアク
セスの増加（Increase access to human development opportunities）」の項で 2 カ所に障害女性への言及があり、











Women Development Policy：NWDP）33」でも取り上げられている。NWDP は、2004 年に続
き、2008 年にも策定されているが、ここでは女性の権利と特権を守る法的枠組みとして最も







策のうち、地域女性住民の開発グループとの関係で本稿が注目するのは第 3 章 42 節である。
42 節は、女性開発を進めるための具体的な法整備や戦略が国家レベル（42.1）、県・郡レベ
                                                  
33 長年にわたり虐待や無視に苦しんできた女性の社会的背景について理解を深める目的で作成されたもの 
34 NWDP2011 の構成は、第 1 章は背景や政策的な枠組み（1~15 節）、第 2 章は本政策全体の目標と個別の
達成目標（16～41 節）、第 3 章は制度的な枠組みと戦略（42~49 節）である[MoWCA 2011]。本政策の目標
（16 節）では、16.1「バングラデシュ憲法に照らした国家及び公的生活の分野における男女の平等な権利の確










能な組織、施設、サービスを作る、の 6 項である。 
36 第 2 章に本政策全体の目標と個別の達成目標があり、2 章各節各項に対応した実施計画は、女性子ども省
による「国家女性開発計画 2011 の実施についての国家行動計画（National Acton Plan for the National Women 




































ティティである障害と女性の面から、第 7 次計画と障害者関連法や政策、NWDP2011 などに







































































































である。マイメイシン県は、バングラデシュにある 64 県の一つで、12 のウポジェラから構
成される38。マイメイシン・ショドール・ウポジェラは、21 ワード（選挙単位の区）からな
るマイメイシン市と 13 のユニオン（最少の行政単位）に分けられている。マイメイシン県全
体の人口は約 511 万人、マイメイシン・ショドール・ウポジェラの人口は 775,733 人（2011
年）である。その内障害者は、マイメイシン県全体では、約 1.4%（約 71,500 人）、マイメ
イシン・ショドール・ウポジェラでは、約 1.1％（8,533 人）である（BBS 2013:18）。これは、
国勢調査（2011）の結果を基にしたものであるので、HIES（2016）の結果である約 7%とす
れば、同ウポジェラの障害者は 8,533 人（1.1%）～54,300 人（7%）となる。マイメイシン県
が所属するダッカ管区における障害者の男女比は、国勢調査（2011）による 54 対 46［BBS 
2015a:55]を採用すれば、マイメイシン・ショドール・ウポジェラに暮らす障害女性の人数は、
約 4,000 人～約 25,000 人と考えられる[金澤 2017:183]。 
調査の対象は、マイメイシン・ショドール・ウポジェラにある障害者地域センター
（Protibondhi Community Centre: PCC）と、ダッカに本部がある総合地域開発を行う国際的な
NGO のマイメイシン地域開発プログラム（M プログラム）である。 
PCC は、1997 年に設立され、地域の全障害者を対象として障害者の生活向上や教育支援、
リハビリテーションや啓発事業、当事者の自助グループ（セルフヘルプグループ：SHG）や
障害当事者団体設立支援などに取り組む地元の NGO である。今回、調査した障害女性の SHG
であるモヒラクラブ39は、PCC 設立の翌年 1998 年に 13 人の障害女性によって設立された。
調査時のメンバーは 105 人で、13 才を最年少として、10 代 16 人、20 代 49 人、30 代 28 人、
40 代以上 8 人、不明(自分の年齢を知らない）4 人であった。障害種別では、身体障害が 90%
（94 人）で、うち聴覚障害とポリオによる障害でおよそ半数を占める。教育年数では、42%
が学校教育を受けたことがなく、33%が初等教育(1~5 年生）。死別、離婚、別居を含めて結
                                                  
38 バングラデシュの行政単位は、大きな単位から、ジラ（県）、ウポジェラ（郡）となり、その中に、最小
の行政単位であるユニオンとムニシパリティ（市）に分かれる。ムニシパリティの中に、選挙の単位である



























ル・ウポジェラの 5 つのユニオンと 20 ワードにおよぶ。プログラムの直接裨益者は約 17 万




は 5 団体あり、メンバーは一番少ない CBO で 535 人、一番大きい CBO で 1065 人ほどであ
る。CBO は、貯金、シェアーと呼ばれる共同出資、ローンの貸出し、手工芸や牛の飼育など





2015 年 9 月にメンバーのうち 31 人にアンケートを基にしたインタビューを行った。調査し
た 31 人の障害女性たちの属性は、次の通りである。年齢層は、15 歳～60 歳となっており、
最も多い年齢層は 20 歳代で 16 人である。そのうち、結婚している女性は 12 人で、内半数に
あたる 6 人は夫が新しい妻を迎えたり、音信不通になったりして「別居（遺棄）」している







一方、中等教育を受けている女性も 11 人いる（表 2）。障害種別では、身体障害が 29 人、
知的障害が 2 人である。身体障害のうちポリオ、麻痺、脊柱後湾症で 15 人と約半数を占める
（表 3）。障害を受けた時期別では、先天的な障害が 9 人の他は、病気や事故などで後天的な
障害である（表 4）。収入は、すべてモヒラクラブからのものである。収入がない女性のう
ち、3 人は訓練中で訓練が終了すれば、いくらかの収入につながる予定である（表 5）[金澤 
2017:180-181]。 
M プログラムについては、2013 年 11 月、2014 年 9 月に、5 つの CBO の議長、事務長、会






















































































































































るのは 3 人、ないのは 4 人であった。地域に女性開発グループがあるとした 24 人の障害女性
たちの自宅周辺では、バングラデシュを代表するNGO であるアシャ、グラミン銀行40、BRAC、
ワールド・ビジョン、カリタス、アドラ、コンサーンなど合計 17 の NGO による延べ 53 女
性開発グループがある。このうち、既に地域の女性開発グループに参加していると回答した
障害女性は 4 人、参加していないが参加希望がある女性が 8 人、参加していないし参加希望
もない女性が 12 人である（表 6）。既に女性開発グループに参加している 4 人の活動内容と
















                                                  
40 グラミン銀行は、銀行であり厳密には NGO ではない。しかし、調査した障害女性と CBO 女性は、グラミ




B 脊柱後湾症 既婚 貯金
C 背骨損傷 既婚 貯金（週50タカ）







































の CBO のメンバーの障害女性人数は、表 10 に示すとおりである。CBO の女性メンバー3,330










下肢障害 未婚 収入向上 2
麻痺 既婚（遺棄） 情報入手 2
聴覚障害 既婚（別居） 自立したい 2
麻痺 未婚 貯金 2


















































































































































































































































ープの開始時期に遡って検討する。FGM に集まった CBO のリーダーへの聞取りの結果を述
























































































ひっぱった。それから、活動して活動して CBO になった」（Ma） 










興味をもつ人を 20 人ほど集めていった。 









 彼女（R）は、内反足の障害をもつ 50 歳ぐらいの女性で、2005 年に DG が組織化された時
以来のメンバーである。R には、息子 2 人と娘 3 人がいて夫はすでに死亡している。夫は定
年まで郵便局の警備員として勤めており、定年後の年金で貸家を 2 軒建てた。現在彼女はそ
の家賃収入で生計を立てている。メンバーとなった経緯は、リーダーの女性と、もともと知
り合いであり、最初はグループ Ma から R に障害を治療するための情報提供などを行ってい
                                                  
41 1 つの DG は 20 人程度、家計の月収 5,000 タカ以下、18 歳から 45 歳のまでの女性、借家でなく持ち家に































































































望の有無にかかわらず、女性開発グループに参加していない 27 人全員を分析の対象とする。 















































































































































（出歩くのが難しい） ✔ ✔ ✔ ✔
お金がない ✔ ✔
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